
障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び身体障害者補助犬法施行令の一部を改正する政令の一部を改正する政令案
参照条文①

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び身体障害者補助犬法施行令の一部を改正する政令（平成29年政令第175号）（抄）
附 則

（施行期日）
１ この政令は、平成三十年四月一日から施行する。

（経過措置）
２ 第一条の規定による改正後の障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（この項及び附則第四項において「新障害者雇用促進法施行

令」という。）第二条、第九条、第十条の二第二項及び第十八条の規定の適用については、当分の間、新障害者雇用促進法施行令第二条
中「百分の二・六」とあるのは「百分の二・五」 [※国等の率]と、同条ただし書中「百分の二・五」とあるのは「百分の二・四」 [※教育

委員会の率]と、新障害者雇用促進法施行令第九条中「百分の二・三」とあるのは「百分の二・二」 [※一般事業主の率]と、新障害者雇用促進
法施行令第十条の二第二項中「百分の二・六」とあるのは「百分の二・五」 [※特殊法人の率]と、新障害者雇用促進法施行令第十八条中
「百分の二・三」とあるのは「百分の二・二」 [※基準雇用率]とする。

３ 前項の規定は、この政令の施行の日から起算して三年を経過する日［※令和３年３月31日］よりも前に、障害者の雇用を促進し、及び障害
者の雇用を安定させ、廃止するものとする。

４ 附則第二項の規定により読み替えて適用する新障害者雇用促進法施行令第十八条の規定は、平成三十年度以後の年度分として支給する
障害者雇用調整金の額及び納付すべき障害者雇用納付金の額の算定について適用し、平成二十九年度以前の年度分として支給する障害者
雇用調整金の額及び納付すべき障害者雇用納付金の額の算定については、なお従前の例による。

５ 第二条の規定による改正後の身体障害者補助犬法施行令第二条の適用については、当分の間、同条中「四十三・五人」とあるのは、
「四十五・五人」とする。

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（昭和35年政令第292号）（抄）
（法第三十八条第一項の政令で定める率）

第二条 法第三十八条第一項の政令で定める率は、百分の二・六とする。ただし、都道府県に置かれる教育委員会その他厚生労働大臣の指
定する教育委員会にあつては、百分の二・五とする。

（障害者雇用率）
第九条 法第四十三条第二項に規定する障害者雇用率は、百分の二・三とする。

（法第四十三条第六項の政令で定める法人等）
第十条の二 （略）
２ 法第四十三条第六項の政令で定める障害者雇用率は、百分の二・六とする。

（基準雇用率）
第十八条 法附則第五条第一項の規定により読み替えて適用される法第五十四条第三項に規定する基準雇用率は、百分の二・三とする。

参考資料２



障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び身体障害者補助犬法施行令の一部を改正する政令の一部を改正する政令案
参照条文②

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）
（雇用に関する国及び地方公共団体の義務）

第三十八条 国及び地方公共団体の任命権者は、職員（当該機関（当該任命権者の委任を受けて任命権を行う者に係る機関を含む。以下同
じ。）に常時勤務する職員であつて、警察官、自衛官その他の政令で定める職員以外のものに限る。第七十九条第一項及び第八十一条第
二項を除き、以下同じ。）の採用について、当該機関に勤務する対象障害者である職員の数が、当該機関の職員の総数に、第四十三条第
二項に規定する障害者雇用率を下回らない率であつて政令で定めるものを乗じて得た数（その数に一人未満の端数があるときは、その端
数は、切り捨てる。）未満である場合には、対象障害者である職員の数がその率を乗じて得た数以上となるようにするため、政令で定め
るところにより、対象障害者の採用に関する計画を作成しなければならない。

２～７ （略）

（一般事業主の雇用義務等）
第四十三条 事業主（常時雇用する労働者（以下単に「労働者」という。）を雇用する事業主をいい、国及び地方公共団体を除く。次章及

び第八十一条の二を除き、以下同じ。）は、厚生労働省令で定める雇用関係の変動がある場合には、その雇用する対象障害者である労働
者の数が、その雇用する労働者の数に障害者雇用率を乗じて得た数（その数に一人未満の端数があるときは、その端数は、切り捨てる。
第四十六条第一項において「法定雇用障害者数」という。）以上であるようにしなければならない。

２ 前項の障害者雇用率は、労働者（労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、安定した職業に就くことができない状態にある者を含
む。第五十四条第三項において同じ。）の総数に対する対象障害者である労働者（労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、安定し
た職業に就くことができない状態にある対象障害者を含む。第五十四条第三項において同じ。）の総数の割合を基準として設定するもの
とし、少なくとも五年ごとに、当該割合の推移を勘案して政令で定める。

３～５ （略）
６ 第二項の規定にかかわらず、特殊法人（法律により直接に設立された法人、特別の法律により特別の設立行為をもつて設立された法人

又は特別の法律により地方公共団体が設立者となつて設立された法人のうち、その資本金の全部若しくは大部分が国若しくは地方公共団
体からの出資による法人又はその事業の運営のために必要な経費の主たる財源を国若しくは地方公共団体からの交付金若しくは補助金に
よつて得ている法人であつて、政令で定めるものをいう。以下同じ。）に係る第一項の障害者雇用率は、第二項の規定による率を下回ら
ない率であつて政令で定めるものとする。

７～９ （略）

（納付金の額等）
第五十四条 事業主が納付すべき納付金の額は、各年度につき、調整基礎額に、当該年度に属する各月ごとにその初日におけるその雇用す

る労働者の数に基準雇用率を乗じて得た数（その数に一人未満の端数があるときは、その端数は、切り捨てる。）の合計数を乗じて得た
額とする。

２ （略）
３ 前二項の基準雇用率は、労働者の総数に対する対象障害者である労働者の総数の割合を基準として設定するものとし、少なくとも五年

ごとに、当該割合の推移を勘案して政令で定める。
４・５ （略）


